
（平成２５年２月１４日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認北海道地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 7 件

厚生年金関係 7 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

厚生年金関係 5 件



 

北海道厚生年金 事案 4489 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社本社における厚生年金保険被保険

者資格喪失日に係る記録を昭和 31 年８月５日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 31年７月 31日から同年８月５日まで  

昭和 29年 12月から 56年７月までＡ社に勤務していたが、同社に勤務し

ていた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

(注) 申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録及び複数の同僚の供述から判断すると、申立人は、

申立期間において、Ａ社Ｂ出張所に勤務していたことが認められる。 

また、事業所名簿によると、Ａ社Ｂ出張所は、昭和 31 年８月５日に厚生年

金保険の適用事業所になっており、申立期間当時は適用事業所でなかったこと

が確認できるものの、同社創業者の回顧録（昭和 44 年発行）により、同出張

所は、申立期間より前の 30年５月 15日に営業を開始していることが確認でき

るとともに、当時の同社本社及び同社Ｂ出張所に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿により、申立人と同様に、同年７月 31 日に同社本社における厚生

年金保険被保険者資格を喪失し、同年８月５日に同社Ｂ出張所において同資格

を再取得していることが確認できる同僚５人のうち回答が得られた２人は、い

ずれも「Ａ社Ｂ出張所は、昭和 30年４月又は同年５月に営業を開始しており、

私も申立人も、営業開始当初から同出張所に勤務していた。厚生年金保険の事



 

務は、本社が行っており、申立期間の厚生年金保険料は、継続して給与から控

除されていた。申立人も同様だったと考えられる。」と供述していることから

判断すると、事業主は、同社Ｂ出張所の従業員について、同出張所が厚生年金

保険の適用事業所となるまでは、同社本社において厚生年金保険に加入させて

いたものと推認できる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社本社における昭和

31年６月の社会保険事務所（当時）の記録から、8,000円とすることが妥当で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険

事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4490 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成 18年４月１日から 20年９月１日までの期間に係る標

準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額であ

ったことが認められることから、申立人の当該期間に係る標準報酬月額を 26

万円に訂正することが必要である。 

また、申立期間のうち、平成 20年９月１日から同年 11月１日までの期間に

係る標準報酬月額については、19万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る平成 20年９月１日から同年 11月１日までの

期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 18年４月１日から 21年４月１日まで 

年金事務所に年金記録を照会したところ、Ａ社における申立期間の標準報

酬月額が、平成 18年４月に遡って 26万円から 11万円に減額されているこ

とが分かった。 

しかし、提出する給与明細書及び普通預金通帳で確認できるとおり、給与

月額が 11 万円に減額されたことは無いので、申立期間について、標準報酬

月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成18年４月１日から20年９月１日までの期間について、

オンライン記録によると、申立人のＡ社における当該期間の厚生年金保険の標

準報酬月額は、当初、26万円と記録されていたところ、同年４月 10日付けで、

18年９月１日及び 19年９月１日の定時決定の記録を取り消し、18年４月に遡

って 11万円に減額訂正処理されていることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、当該処理日において９人の同僚の標準報酬

月額の記録が、申立人と同様に遡って減額訂正されていることが確認できる。 



 

さらに、滞納処分票によると、当時、当該事業所は、厚生年金保険料を滞納

していたことが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、平成 20年４月 10日付けで行われた遡及訂正

処理は事実に即したものとは考え難く、18 年４月１日に遡って標準報酬月額

の当該減額訂正処理を行う合理的な理由は見当たらず、申立人の標準報酬月額

に係る有効な記録訂正があったとは認められないことから、申立人の同年４月

から 20 年８月までの期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険

事務所に当初届け出た 26万円に訂正することが必要である。 

なお、当該遡及訂正処理を行った日以降の最初の定時決定（平成 20 年９月

１日）において、申立人の標準報酬月額は 11 万円と記録されているところ、

当該処理については、同年４月 10 日付けで行われた遡及訂正処理との直接的

な関係をうかがわせる事情が見当たらず、社会保険事務所の処理が不合理であ

ったとは言えない。 

また、申立期間のうち、平成 20年９月１日から同年 11月１日までの期間に

ついて、申立人から提出された預金通帳により、申立人は、当該期間において

当該事業所からオンライン記録（11万円）を上回る額（22万 4,236円）が給

与として振り込まれていたことが確認できる。 

さらに、申立人から提出された平成 19 年４月から同年８月までの給与明細

書によると、各月において、厚生年金保険料（１万 4,642円）が控除されてい

ることが確認できるところ、上記預金通帳によると、20 年９月１日から同年

11 月１日までの期間の給与振込額は、19 年４月から同年８月までの給与振込

額と同額であることが確認できることから、20年９月１日から同年 11月１日

までの期間についても、同額の同保険料を事業主により控除されていたものと

推認できる。 

したがって、申立人の当該期間に係る標準報酬月額については、上記の資料

で確認できる厚生年金保険料控除額から、19万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が当該期間における申立人に係る厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、事業主から回答が得られず、このほかに確認

できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、明らかでないと判断せ

ざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が、預金通帳及び給与明細書から推認できる厚生年金保険料控除額に見合う報

酬月額の届出を社会保険事務所に対して行ったか否かについては、これを確認

できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められな

い。 

一方、申立期間のうち、平成 20年 11月１日から 21年４月１日までの期間

について、申立人から提出された預金通帳により、申立人は、当該事業所から

オンライン記録（11万円）を上回る額（月 20万円）が給与として振り込まれ



 

ていたことが確認できるものの、申立人は、当該期間に係る給与明細書等の厚

生年金保険料控除額を確認できる資料を保有していないため、当該振込額から

は、同保険料控除額を推認することができない上、当該事業所に照会したもの

の、回答が得られないことから、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料控除

額を確認することができない。 

このほか、当該期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、当

該期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4491 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 16

年７月 30日は 10万 5,000円、同年 12月 30日は４万 9,000円、17年７月 29

日は４万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の当該標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生

住    所 ：  

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年７月 30日 

② 平成 16年 12月 30日 

③ 平成 17年７月 29日 

年金記録によると、Ａ社から支給された賞与について、申立期間①から③

までの記録が無いので、全ての期間について、正しい年金記録に訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された通常貯金預払状況調書により、申立人は、申立期間①か

ら③までにおいて、Ａ社から賞与の支払を受けていたことが確認できる。 

また、複数の同僚から提出された平成 16年及び 17年に係る賞与支給明細書

及び預金通帳により、これら同僚は、申立人と同日に賞与の支払を受け、当該

賞与から厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが確認できる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料を総合的に判断すると、申立人

は、各申立期間において、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたものと認められる。  

また、申立人の各申立期間に係る標準賞与額については、上記通常貯金預払

状況調書に記載されている賞与振込額を基に算出した賞与額及び保険料控除

額から、平成 16 年７月 30 日は 10 万 5,000 円、同年 12 月 30 日は４万 9,000

円、17年７月 29日は４万 8,000円とすることが妥当である。 



 

なお、申立人の各申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主は当時の書類は無いと回答しており、このほかに確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せ

ざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を、社会保険事務所（当時）に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たら

ないことから、行ったとは認められない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4492 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①に係る標準報酬月額については、当該期間のうち、平成

17年 10月及び同年 11月は 28万円、同年 12月は 20万円、18年１月は 32万

円、同年３月は 16万円、同年４月は 24万円、同年５月は 22万円、同年７月

は 19万円、同年８月及び同年９月は 28万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

また、申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、申立期間②の標準賞与額に係る記録を

９万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間②の当該標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  ① 平成 17年 10月１日から 18年 10月 16日まで 

② 平成 17年 12月 30日 

Ａ社に係る年金記録を確認したところ、申立期間①に係る厚生年金保険の

標準報酬月額の記録が受け取っていた給与に見合った額になっていない上、

申立期間②に支給された賞与の記録も確認できない。 

両申立期間について、正しい年金記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てて

いるが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これ

に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除してい

たと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合



 

う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか

低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人から提出された通

常貯金預払状況調書の振込額と税務署から提出された申立人に係る平成 17

年度及び 18 年度の「報酬の支払調書」により確認又は推認できる社会保険

料控除額並びに所得税額から算出した報酬月額、及び当該「報酬の支払調書」

により推認できる厚生年金保険料控除額から、申立期間①のうち、平成 17

年 10 月及び同年 11 月は 28 万円、同年 12 月は 20 万円、18 年１月は 32 万

円、同年３月は 16万円、同年４月は 24万円、同年５月は 22万円、同年７

月は 19万円、同年８月及び同年９月は 28万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、事業主は当時の書類は無いと回答しているが、

報酬の支払調書等において確認又は推認できる報酬月額及び厚生年金保険

料控除額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所（当時）において記録され

ている資格取得時及び定時決定時の標準報酬月額のいずれの記録も一致し

ていないことから、事業主は、報酬の支払調書等において確認又は推認でき

る報酬月額及び厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額を社会保険事

務所に届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該標準報酬月額に

見合う厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間①のうち、平成 18 年２月及び同年６月については、上述

の「報酬の支払調書」において推認できる厚生年金保険料控除額に見合う標

準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額より高額であることが推認で

きるものの、上記の通常貯金預払状況調書の振込額と平成 18 年度の「報酬

の支払調書」により確認又は推認できる社会保険料控除額並びに所得税額か

ら算出した報酬月額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月

額より低額であることが確認できることから、特例法による保険給付の対象

に当たらないため、あっせんは行わない。 

２ 申立期間②について、申立人から提出された通常貯金預払状況調書により、

申立人は、Ａ社から賞与の支払を受けていたことが確認できる。 

また、複数の同僚から提出された申立期間②に係る賞与支給明細書及び預

金通帳により、これら同僚は、申立人と同日に賞与の支払を受け、当該賞与

から厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが確認できる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料を総合的に判断すると、申立

人は、申立期間②において、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたものと認められる。 

また、申立人の申立期間②に係る標準賞与額については、上記通常貯金預

払状況調書に記載されている賞与振込額を基に算出した賞与額及び保険料



 

控除額から、９万 3,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は当時の書類は無いと回答しており、このほかに確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判

断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を、社会保険事務所に対して行っ

たか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらな

いことから、行ったとは認められない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4493 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を８万 4,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の当該標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 54年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 29日 

年金記録によると、Ａ社から支給された平成 18年 12月の賞与の記録が無

いので、正しい年金記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された通常貯金預払状況調書により、申立人は、申立期間にお

いて、Ａ社から賞与の支払を受けていたことが確認できる。 

また、複数の同僚から提出された申立期間に係る賞与支給明細書及び預金通

帳により、これら同僚は、申立人と同日に賞与の支払を受け、当該賞与から厚

生年金保険料を事業主により控除されていたことが確認できる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料を総合的に判断すると、申立人

は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たものと認められる。  

また、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、上記通常貯金預払状

況調書に記載されている賞与振込額を基に算出した賞与額及び保険料控除額

から、８万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は当時の書類は無いと回答しており、このほかに確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざ

るを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主



 

が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を、社会保険事務所（当時）に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たら

ないことから、行ったとは認められない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4494 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を９万 7,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の当該標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月 30日 

年金記録によると、Ａ社から支給された平成 17 年 12 月の賞与の記録が

無いので、正しい年金記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された預金通帳により、申立人は、申立期間において、Ａ社

から賞与の支払を受けていたことが確認できる。 

また、複数の同僚から提出された申立期間に係る賞与支給明細書及び預金通

帳により、これら同僚は、申立人と同日に賞与の支払を受け、当該賞与から厚

生年金保険料を事業主により控除されていたことが確認できる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料を総合的に判断すると、申立人

は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たものと認められる。  

また、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、上記預金通帳に記載

されている賞与振込額を基に算出した賞与額及び保険料控除額から、９万

7,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は当時の書類は無いと回答しており、このほかに確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざ

るを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主



 

が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を、社会保険事務所（当時）に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たら

ないことから、行ったとは認められない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4495 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ事務所における厚生年金保険被

保険者資格喪失日に係る記録を昭和 39 年８月１日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額を３万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39年７月 21日から同年８月１日まで 

年金記録を照会したところ、昭和 39年７月 21日にＡ社Ｂ事務所において

厚生年金保険被保険者資格を喪失し、同年８月１日に同社Ｃ支店において同

資格を取得したことになっている。 

申立期間は転勤により異動した時期であり、Ａ社には入社以来継続して勤

めていたので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、申立人から提出されたＤ厚生年金基金の裁定通知

書、Ｅ健康保険組合の申立人に係る健康保険加入期間に関する回答、社内報に

より申立人と同日付けで異動したことが確認できる同僚から提出された給与

明細カード（写し）及び申立人と同様に被保険者期間に欠落がある複数の同僚

の供述から判断すると、申立人はＡ社に継続して勤務し（Ａ社Ｂ事務所から同

社Ｃ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、Ａ社の社内報によると、申立人は、昭和 39 年７

月 21 日付けで同社Ｃ支店開設準備委員に発令されたことが確認できるが、申

立人と同日付けで異動したことが上記社内報で確認できる同僚から提出のあ

った給与明細カード（写し）によると、同年７月分の給与は同社Ｂ事務所から



 

支給されていることが推認できることから同年８月１日とすることが妥当で

ある。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社Ｂ事務所にお

ける昭和 39年６月の社会保険事務所（当時）の記録から３万 6,000円とする

ことが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、Ａ社は既に清算され、厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、事

業主への確認もできず不明であり、このほかに確認できる関連資料及び周辺事

情が見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。  

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4496 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

住    所 ：  

 

    ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年 10月 10日から 59年４月１日まで 

Ａ市役所Ｂ課の臨時職員として、当初、昭和 58年 10月 10日から３か月

間の予定で採用されたが、休職中の職員の入院期間が延びたため、勤務期間

が 59年３月 31日まで延長され、その後、同年４月１日からは、同市役所の

別の課に継続して勤務した。しかし、年金記録を確認したところ、同市役所

における厚生年金保険の被保険者資格取得日が同年４月１日となっている。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ市役所から提出された申立人に係る「健康保険厚生年金保険被保険者資格

取得および標準報酬決定通知書」により、申立人は、昭和 59 年４月１日に厚

生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認でき、これは、健康保険

厚生年金保険被保険者原票（以下「被保険者原票」という。）及びオンライン

記録と一致している。 

また、Ａ市役所は、「提出した資料以外に申立人に関する資料は無く、申立

人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認でき

ない。また、仮に、申立人が主張するとおり、申立期間において当市役所に勤

務し、別の課に異動していたとしても、勤務が継続している場合には、厚生年

金保険被保険者資格を喪失させ、改めて同資格を取得させる手続は行わないこ

とから、昭和 59 年４月１日に同資格を取得させている申立人について、同日

以前の申立期間に係る厚生年金保険料を控除したとは考え難い。」と回答して

いる。 

さらに、申立人が名前を挙げた当時の同僚４人、及びＡ市役所に係る被保険

者原票により、申立期間及びその前後の期間において厚生年金保険の被保険者



 

記録が確認できる同僚 19 人の合計 23 人に照会し、15 人から回答が得られた

ところ、このうち申立人がＢ課に勤務していたことを記憶している３人は、い

ずれもその時期までは記憶しておらず、申立人の申立ての事実を裏付ける供述

を得ることはできなかった。 

加えて、申立人の夫に係る被保険者原票によると、申立人は、申立期間のう

ち昭和 58年 10月 10 日から 59年３月 31日までの期間について、夫の政府管

掌健康保険の被扶養者となっていることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る申立内容について確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4497（事案 4420の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成５年７月から 11年９月まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、給与支給額より低額な標準報酬月額にな

っている期間について、標準報酬月額の記録を訂正してほしいと申し立てた

が、当該期間のうち、一部の期間は申立てが認められたものの、申立期間に

ついては認められなかった。 

当初の申立てにおいて認められなかった申立期間についても、標準報酬月

額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人から給与支給明細書が提出されて

いる期間は、当該給与支給明細書で確認できる厚生年金保険料控除額に基づく

標準報酬月額がオンライン記録により確認できる標準報酬月額より低額又は

同額であることが確認できること、また、給与支給明細書が提出されていない

期間については、当該期間の前後の期間に係る給与支給明細書における厚生年

金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録により確認できる標

準報酬月額より低額であることが確認できることから、当該期間においても同

様であったと判断できること等を理由として、既に当委員会の決定に基づき、

平成 24年 10月 23日付けで総務大臣による年金記録の訂正は必要でないとす

る通知が行われている。 

今回の再申立てに当たり、申立人は、新たな資料を提出することなく、「当

初の申立てにおいて、平成５年４月１日から同年７月１日までの期間に係る標

準報酬月額の訂正が認められており、申立期間についても、同様の状況であっ

たはずなので、記録を訂正してほしい。」と主張している。 

しかしながら、当初の申立てにおいて、平成５年４月１日から同年７月１日



 

までの期間については、オンライン記録によると、当該期間の標準報酬月額が

遡及して減額訂正処理されていることが確認できるとともに、当該減額訂正処

理が事実に即したものとは考え難いことを理由として、当該標準報酬月額の遡

及訂正処理に係る記録は有効なものとは認められないとする決定が行われて

いる一方、申立期間については、オンライン記録によると、標準報酬月額が遡

及して訂正処理された形跡が無く、前述の当該減額訂正処理との直接的な関係

をうかがわせる事情が見当たらず、社会保険事務所（当時）の処理が不合理で

あったとは言えないことから、申立人の主張は、委員会の当初の決定を変更す

べき新たな事情とは認められず、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情は見当たらないことから、申立期間について、申立人が主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4498 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 45年３月 31日から同年７月１日まで 

② 昭和 46年３月 31日から同年４月１日まで 

③ 昭和 47年３月 31日から同年４月１日まで 

昭和 45年２月１日から同年６月 30日までＡ大学（現在は、Ｂ大学）の病

院内にある検査室に非常勤職員として勤務していたが、当該期間のうち、申

立期間①の厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

また、昭和 45年８月１日から 47年３月 31 日までＡ大学の病院内にある

薬局に非常勤職員として継続して勤務していたが、当該期間のうち、申立期

間②及び③の厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

申立期間①、②及び③について、厚生年金保険の被保険者であったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、「昭和 45 年２月１日から勤務を始めた。

当初、３か月間の予定で非常勤のアルバイト勤務をすることになっていたが、

予定期間の最終日に、勤務期間が延長された旨を伝えられ、同年６月 30 日

まで継続して勤務したと記憶している。」と主張している。 

しかしながら、Ｂ大学から提出された社会保険関係台帳によると、申立人

の厚生年金保険被保険者資格の喪失日は、昭和 45年３月 31日であることが

確認でき、これはＡ大学に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被

保険者原票」という。）の記録と一致している上、Ｂ大学は、「申立人が、申

立期間①において勤務していた事実及び厚生年金保険料の控除について確

認できる資料は無い。」と回答している。 

また、申立人は、当時の同僚の名前を記憶していないことから、Ａ大学に



 

係る被保険者原票により、申立期間①、②及び③並びにその前後の期間に厚

生年金保険の被保険者記録が確認できる同僚のうち、生存及び所在が確認で

きた 22人に照会し、14人から回答が得られたものの、いずれの同僚も申立

人を記憶しておらず、申立人の申立ての事実を裏付ける供述を得ることはで

きなかった。 

なお、申立期間①のうち、昭和 45年３月 31日から同年４月１日までの期

間については、Ｂ大学から提出された人事異動上申書及び給与算定調書によ

り、申立人は、同年１月 30日付けで、同年２月１日から同年３月 31日まで

を任用予定期間とするＡ大学医学部附属病院の臨時用務員に採用されてい

ることが確認できるものの、前述の回答が得られた同僚 14人のうち３人は、

「当時、非常勤職員は、年度末の３月 31日は勤務しないことになっていた。」

と供述しており、他の一人は、「私は、年度末の３月 31 日にも勤務したが、

その１日分の給与は、手続の関係上の理由から、別途に支給された。」と供

述している。 

２ 申立期間②及び③について、Ｂ大学から提出された履歴書によると、申立

人は、Ａ大学Ｃ部Ｄ課の補佐員として、昭和 45 年８月１日に採用され、46

年３月 30 日に退職し、再度、同年４月１日に採用され、47 年３月 30 日に

退職したことが記載されている。 

また、Ｂ大学から提出された社会保険関係台帳によると、申立人の申立期

間②及び③に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日は、上記履

歴書及びＡ大学に係る被保険者原票の記録と合致していることが確認でき

るとともに、この状況は、前記１のとおり、回答が得られた複数の同僚が、

「当時、非常勤職員は、年度末の３月 31日は勤務しないことになっていた。」

と供述していることと符合している。 

３ このほか、申立人の申立期間①、②及び③に係る申立内容について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、全ての申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4499 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年６月から 53年５月まで 

申立期間は、Ａ社に入社して、Ｂ社Ｃ営業所の現場で働いていたが、厚生

年金保険の加入記録が確認できない。 

厚生年金保険料控除の事実を確認できる資料は無いが、申立期間について、

厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録により、申立人は、申立期間のうち昭和 51 年 10

月１日から同年 12月 31日までの期間において、Ａ社に勤務していたことが認

められる。 

しかしながら、当該事業所は、「昭和 45年以降の労働者名簿を確認したとこ

ろ、申立人が昭和 51年 10月１日付けで雇用保険に加入していたと思われる記

録が残っていたが、それ以上のことは分からない。」と回答している。 

また、申立人が名前を挙げた同僚一人、及びオンライン記録により、申立期

間当時、当該事業所において厚生年金保険の加入記録が確認でき、かつ、生存

及び所在が確認できた同僚 18人の計 19人に照会したところ、回答が得られた

６人は、いずれも申立人を記憶していない上、そのうちの一人は、「現場採用

者は、短期雇用者が多かった。短期雇用者は、厚生年金保険には加入させてい

なかったと思う。」と供述しており、申立人の申立ての事実を確認できる供述

を得ることができない。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被保険者原

票」という。）を確認したところ、申立期間において申立人が厚生年金保険の

被保険者資格を取得した記録は無く、一方、健康保険の整理番号に欠番も無い

ことから、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 



 

なお、雇用保険被保険者記録により、申立人は、申立期間のうち昭和 52 年

５月１日から同年 11月 30日までの期間において、Ｄ社に勤務していたことが

確認できることから、申立期間当時の事業主に照会したところ、「当時の資料

は無いため、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況並びに同保険料の

控除について分からない。」と回答している。 

また、申立期間内にＤ社において厚生年金保険の加入記録が確認できる者に

照会したところ、回答が得られた６人のうち労務担当者であった者は、「現場

採用の場合、日給月給で雇用保険には加入させていたが、健康保険及び厚生年

金保険に加入させていたかどうかについては、分からない。」と供述している

上、同社の被保険者原票を確認したが、申立人が申立期間に厚生年金保険の被

保険者資格を取得した記録は確認できない。 

さらに、申立人は、Ｂ社Ｃ営業所の現場で働いていたとしていることから、

同社の被保険者原票についても確認したが、同社において、申立人が申立期間

に厚生年金保険の被保険者資格を取得した記録は確認できなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4500 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年 11月から 13年 11月まで 

申立期間は、Ａ社に技術職員として勤務していたが、厚生年金保険の加入

記録が確認できない。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録及び複数の同僚の供述により、申立人は、申立期間

のうち平成９年７月 29日から 13年３月 31 日までの期間において、Ａ社に勤

務していたことが認められる。 

しかしながら、オンライン記録によると、当該事業所は、平成 10年７月 25

日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、申立期間のうち同日

以後の期間は適用事業所でなかったことが確認できる。 

また、事業主は、「会社は既に倒産し、当時の資料は無く、申立人の申立期

間における厚生年金保険の適用状況及び同保険料控除については分からな

い。」と回答している。 

さらに、申立人は、当該事業所で一緒に勤務した同僚一人の名前を挙げてい

るが、当該同僚からは回答が得られないことから、オンライン記録により、申

立期間当時、当該事業所において厚生年金保険の被保険者であったことが確認

できる 26 人に照会し、申立人を記憶する６人から回答が得られたものの、い

ずれの者からも申立人の申立期間における厚生年金保険の適用状況及び同保

険料控除について確認できる供述を得ることができなかった。 

加えて、オンライン記録によると、申立人は、申立期間は国民年金に加入し

ており、そのうちの平成７年 11 月から８年３月までの期間については、保険

料が申請免除されていることが、また、同年７月から９年６月までの期間及び



 

10 年２月から 13 年 11 月までの期間については、保険料を納付していること

が確認できる。 

その上、Ｂ市の回答によると、申立人は、申立期間を含む平成７年 10月 31

日から 21 年９月２日までの期間において、国民健康保険に加入していたこと

が確認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 




